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用語解説 

 

アルファベット表記 

BEMS： 

建築物のエネルギー管理システムのこ

と。エネルギー管理システムとは、セン

サーや IT 技術を駆使して、電力使用量の

見える化（可視化）を行うことで節電に

つなげたり、再生可能エネルギーや蓄電

池等の機器の制御を行って効率的なエネ

ルギーの管理・制御を行うためのシステ

ムのこと。 

COOL CHOICE: 

2030（R12）年度の温室効果ガスの

排出量を 2013（H25）年度比で 26％

削減するという目標達成のために、日本

の省エネ・低炭素型の製品・サービス・

行動など、温暖化対策に資するあらゆる

「賢い選択」を促す国民運動のこと。 

Eco-DRR： 

生態系を活用した防災・減災のこと。

生態系と生態系サービスを維持すること

で、危険な自然現象に対する緩衝帯・緩

衝材として用いるとともに、食糧や水の

供給などの機能により、人間や地域社会

の自然災害への対応を支える考え方。 

ESG 投資： 

投資の中でも、環境（Environment）、

社 会 （ Social ）、 ガ バ ナ ン ス

（Governance）の要素も考慮した投資

のこと。 

 

 

IPCC（気候変動に関する政府間パネル）： 

1988（S63）年に WMO(世界気象機

関)と UNEP(国連環境計画)のもとに設立

された組織のこと。気候変動に関する科

学的知見の評価、温暖化の環境的・社会

経済的影響の評価、今後の対策のあり方

の 3 つの課題について検討している。 

Nbs： 

 NbS（Nature-based Solutions）と

は、自然生態系の保全・再生・創出など

自然の働きを活用して、社会課題の解決

を図るアプローチの総称。社会課題の解

決において、自然環境が有する多様な機

能を活用する「グリーンインフラに関す

る取組」や「生態系を活用した防災・減

災（Eco-DRR）」などが含まれる。 

PCB 廃棄物： 

ポリ塩化ビフェニルが廃棄物となった

もの。PCB 廃棄物は難分解性で人の健康

及び生活環境に係る被害を生じる恐れが

あることから、特別管理産業廃棄物に定

められている。 

PDCA サイクル： 

Plan（計画）、Do（実施）、Check

（点検）、Action（是正・見直し）を意

味する、品質向上のためのシステム的な

考え方。 

管理計画を作成（Plan）し、その計画

を組織的に実行（Do）し、その結果を内

部で点検（Check）し、不都合な点を見

直し（Action）したうえで、さらに元の

計画に反映させていくことで、螺旋的に
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品質の維持・向上や環境の継続的改善を

図ろうとするもの。 

PM2.5： 

大気中に浮遊している直径が 2.5μm

以下の超微粒子（1μm は 1mm の千分

の一）。微小粒子状物質という呼び方をさ

れることもある。大気汚染の原因物質の

一つ。 

SDGs： 

国連の「持続可能な開発サミット」

（2015（H27）年９月）で採択された

17 のゴールと 169 のターゲットからな

る開発目標のこと。それまでの開発目標

には含まれていなかった平和や暴力等の

課題、格差の拡大や環境問題等にも取り

組む包括的なもの。各目標は密接に関連

しており、経済、社会、環境の 3 つの側

面のバランスのとれた、持続可能な開発

を目指している。 

TNFD： 

 TNFD（ティー・エヌ・エフ・ディー）

とは、「Taskforce on Nature-related 

Financial Disclosures（自然関連財務情

報開示タスクフォース）」の略称であり、

企業や金融機関が自然資本・生物多様性

に対する依存・影響・リスク・機会を適

切に評価し、財務情報として開示するた

めの国際的フレームワークを提供する組

織である。2021（R3）年に設立され、

自然環境への負荷を財務的リスクとして

可視化し、投資・金融・企業経営を「ネ

イチャーポジティブ（自然にプラス）」へ

転換することを目的とする。開示推奨は

「ガバナンス」「戦略」「リスクおよび影

響管理」「指標と目標」の 4 要素で構成

され、企業の事業戦略や財務判断に自然

関連課題の統合を促す国際的基準として

位置づけられている。 

あ行 

ウェルビーイング： 

身体的・精神的・社会的に良好な状態

が続いていることを指す概念。単なる

「病気でない」、「問題がない」という状

態を超えて、人生に満足しており、心身

が穏やかで、社会とのつながりの中で充

実している状態を含む広い概念である。 

うちエコ診断： 

うちエコ診断員が専用のツールを用い

て、各家庭に対して CO2 排出削減のコン

サルティングを行うもので、各家庭の

“どこから”、“どれだけ”CO2 が排出さ

れているのかを見える化し、削減余地の

大きい分野を集中的に対策の提案をする

もの。 

エコドライブ： 

省エネルギー、二酸化炭素や大気汚染

物質の排出削減のための運転技術のこと。 

アイドリングストップ、経済速度の遵

守、急発進や急加速、急ブレーキを控え

ること、適正なタイヤ空気圧の点検など

があげられる。 

オオキンケイギク（大金鶏菊）： 

北米原産の外来植物で、黄色い花と細

長い葉をもち、河川敷や道路沿いなどに

定着して種子で広がり、在来植物の生育

場所を奪うことで生態系に悪影響を及ぼ

す。 
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温室効果ガス： 

太陽からの熱を地球に封じ込め、地表

を暖める働きがあるガスのこと。 

産業革命以降、温室効果ガスの大気中

の濃度が人間活動により上昇し、「温室効

果」が加速されている。1997（H９）

年の第三回気候変動枠組条約締約国会議

（COP3）で採択された京都議定書では、

地球温暖化防止のため、二酸化炭素、メ

タン、一酸化二窒素のほか HFC 類、

PFC 類、SF6 が削減対象の温室効果ガ

スと定められた。 

温室効果ガスインベントリ： 

1 年間に温室効果ガスがどの排出源・

吸収源からどの程度排出・吸収されたか

を示す一覧表のこと。 

か行 

環境基準： 

環境基本法に基づいて、政府が定める

環境保全行政上の目標のこと。人の健康

の保護および生活環境の保全のうえで維

持されることが望ましい基準として定め

られたもの。 

間伐： 

成長に伴って混みすぎた林の立木を一

部抜き伐りすること。 

気候変動適応： 

温室効果ガスの排出量削減のための緩

和策をしても気候変動の影響が避けられ

ない場合に、その影響に対処し、被害を

回避・軽減していくこと。 

 

気候変動枠組条約： 

正式名称は「気候変動に関する国際連

合枠組条約」。大気中の温室効果ガスの濃

度の安定化を究極的な目的とし、地球温

暖化がもたらす様々な悪影響を防止する

ための国際的な枠組みを定めた条約のこ

と。 

強靱性（レジリエンス）： 

想定外の事態に対し、社会や組織が機

能を速やかに回復する強靱さのこと。 

クーリングシェルター： 

猛暑時に熱中症を防止するため、冷房

設備を備え、外出中の人が一時的に避

難・休憩できるよう開放される公共施設

や民間施設。 

グリーンカーテン： 

ツル性植物で建物の窓辺や壁面にカー

テンをつくること。 

屋外からの熱の遮断効果や葉の気孔か

らの水分蒸散により、日差しを和らげ、

室温の上昇を抑制するほか、騒音の低減

効果などがある。 

グリーン購入： 

製品やサービスを購入する際に、必要

性をよく考え、環境への負荷ができるだ

け少ないものを選んで購入すること。グ

リーン購入は、消費生活など購入者自身

の活動を環境にやさしいものにするだけ

でなく、供給側の企業に環境負荷の少な

い製品の開発を促すことで、経済活動全

体を変えていく可能性を持っている。 

グリーンボンド： 

調達資金の使途を環境改善効果のある

事業に限定して発行される債券のこと。 
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光化学スモッグ： 

工場、自動車などから排出される窒素

酸化物や炭化水素が一定レベル以上の汚

染の下で紫外線による光化学反応で生じ

た光化学オキシダントや視程の低下を招

く粒子状物質（エアロゾル）を生成する

現象、あるいはこれらの物質からできた

スモッグ状態のこと。 

コンパクトシティ： 

徒歩による移動性を重視し、様々な機

能が比較的小さなエリアに高密に詰まっ

ている都市形態のこと。 

さ行 

サービサイジング： 

単なるモノの提供ではなく、製品の機

能を提供すること。顧客に付加価値をも

たらしながら、製品製造における資源投

入量の低減や使用料の適正化によって、

環境負荷を低減することを狙いとしてい

る。 

再エネ水素： 

再生可能エネルギー由来の水素のこと。

水素は利用時に CO2 を排出しない温暖化

対策上重要なエネルギーであり、製造段

階においても再生可能エネルギーなどを

活用することで、製造から利用までの全

体でより低炭素なエネルギー源となる。 

再生可能エネルギー： 

太陽光や風力、地熱といった地球資源

の一部など自然界に常に存在するエネル

ギーのこと。「エネルギー供給事業者によ

る非化石エネルギー源の利用及び化石エ

ネルギー原料の有効な利用の促進に関す

る法律（エネルギー供給構造高度化法）」

では、太陽光、風力、水力、地熱、太陽

熱、大気中の熱その他の自然界に存する

熱、バイオマスの 7 種類が規定されてい

る。 

シェアリングエコノミー： 

個人等が保有する活用可能な資産等を、

インターネット上のマッチングプラット

フォームを介して他の個人等も利用可能

とすること。 

自衛防災組織： 

石油コンビナート等の災害防止法の適

用を受ける特定事業所において設置を義

務付けられている、災害の発生または拡

大を防止する業務を行うための組織のこ

と。 

自主防災組織： 

地域住民の連帯意識に基づき自主防災

を行う組織のこと。平常時では防災訓練

の実施や防災知識の普及啓発などを行い、

災害時には初期消火、避難誘導、救出・

救護などを行う。 

重症熱性血小板減少症候群(ＳＦＴＳ)： 

マダニが媒介するウイルス性感染症。

発熱、消化器症状（嘔吐・下痢）、血小板

減少などが主な症状であり、致死率が高

い。 

循環型社会： 

大量生産・大量消費・大量廃棄型の社

会経済のあり方に代わる、資源・エネル

ギーの循環的な利用がなされる社会をイ

メージした言葉。「循環型社会形成推進基

本法」では、天然資源の消費量を減らし
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て、環境負荷をできるだけ少なくした社

会と定義される。 

食品ロス： 

本来食べられるにもかかわらず、廃棄

されている食品のこと。食品ロスが生じ

る主な原因として、家庭系では、調理時

に皮を厚くむきすぎるなどの過剰除去、

食べ残し、消費期限や賞味期限切れ等に

よる直接廃棄である。事業系では、宿泊

施設や結婚披露宴・宴会などにおける食

べ残し、食品メーカーや小売店における

規格外品の撤去や返品、在庫過剰や期限

切れの売れ残り等である。加えて、鮮度

を重視する消費者に対応する商習慣も、

食品ロスを増加させる大きな原因になっ

ていると言われている。 

森林環境譲与税： 

喫緊の課題である森林整備に対応する

ため、市町村や都道府県に対して譲与さ

れる国税のこと。 

水源かん養： 

森林の土壌が降水を貯留すること。河

川へ流れ込む水の量を平準化して洪水を

緩和するとともに川の流量を安定させる

機能を持ち、雨水が森林土壌を通過する

ことで水質も浄化される。 

水素サプライチェーン： 

水素の製造から利用までの一連の流れ

のこと。水素による温室効果ガス削減効

果を一層高めるため、水素サプライチェ

ーン全体における温室効果ガスの削減効

果を関係事業者や自治体等が自ら評価・

改善することが必要であるとされている。 

 

スマートムーブ： 

エコで賢い移動方法を選択するライフ

スタイルのこと。公共交通機関や自転車、

徒歩での移動や、エコドライブの実施、

エコカーへの乗換などの取組がある。 

3R（スリーアール）： 

「ごみを出さない」、「一度使って不要

になった製品や部品を再び使う」、「出た

ごみはリサイクルする」という廃棄物処

理やリサイクルの優先順位のこと。「リデ

ュース（Reduce＝ごみの発生抑制）」

「リユース（Reuse＝再使用）」「リサイ

クル（Recycle＝再資源化）」の頭文字を

取ってこう呼ばれる。 

生物多様性： 

もとは一つの細胞から出発したといわ

れる生物が進化し、今日では様々な姿・

形、生活様式をみせている。このような

生物の間にみられる変異性を総合的に指

す概念であり、現在の生物がみせる空間

的な広がりや変化のみならず、生命の進

化・絶滅という時間軸上のダイナミック

な変化を包含する幅広い概念。 

税制全体のグリーン化： 

税制のグリーン化とは、環境に負荷を

与える製品や行為の税金を重くし、環境

浄化につながる製品や行為の税を軽くす

る措置のことであり、税制全体でのグリ

ーン化の推進を図ること。 

セルロースナノファイバー： 

木材などから得られる植物繊維のセル

ロースを数 nm（ｎは 10 億分の 1）に

まで微細化して生産されたバイオマス素

材のこと。 
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た行 

脱炭素化： 

温室効果ガスの排出自体をゼロにする

だけでなく、排出された CO2 を回収する

などして、差し引きで実質ゼロを達成し

ようという考え方。 

地球温暖化： 

人間活動の拡大により CO2 をはじめと

する温室効果ガスの濃度が増加し、地表

面の温度が上昇すること。 

地産地消： 

「地域生産・地域消費」の略語で、地

域で生産された農林水産物等をその地域

で消費すること。 

適応プラットフォーム（気候変動適応情

報プラットフォーム）： 

気候変動の影響への適応計画に基づき、

関係府省庁と連携し、利用者ニーズに応

じた情報の提供、適応の行動を支援する

ツールの開発・提供、優良事例の収集・

整理・提供などを行うことにより、地方

公共団体や事業者、国民など各主体の活

動基盤となるもの。 

デコ活： 

「脱炭素につながる新しい豊かな暮ら

しを創る国民運動」の愛称であり、英語

の “Decarbonization”（脱炭素）の

「De」と “Eco”（エコ）の「コ」に

「活動・生活」を意味する「活」を組み

合わせた造語である。 

国、自治体、企業、団体、個人などが

主体となり、日常生活や地域活動を通じ

て省エネや再生可能エネルギーの利用、

リユース・リサイクル、地産地消、食品

ロス削減、移動手段の見直しなど、脱炭

素に資する具体的な行動を実践するもの

である。なお、デコ活は、温暖化対策に

資するあらゆる「賢い選択」を促す国民

運動 COOL CHOICE を引き継ぐ取組と

して位置づけられている。 

デザイン・フォー・サーキュラリティ： 

循環経済（サーキュラーエコノミー）

の実現を目的として、製品やサービスの

設計段階から素材選択・構造・製造方

法・使用形態・回収・再資源化・再製造

（リマニュファクチャリング）までのラ

イフサイクル全体を通じて、資源循環を

最大化し、廃棄物や環境負荷を最小化す

ることを意図した設計思想・設計プロセ

スの総称である。具体的には、耐久性向

上、修理・再利用のしやすさ、部品の交

換性や分解性、リサイクル材料の利用、

素材の単一化、製品のモジュール化、長

寿命化、サービス化（製品提供からサー

ビス提供への転換）、および回収スキーム

との一体設計などを含む。 

デング熱： 

蚊に刺されることで感染する疾患。発

熱、頭痛、筋肉痛や発疹などが主な症状

であり、早期に適切な治療を行わなけれ

ば死に至ることがある。熱帯や亜熱帯の

全域で流行している。 

特定外来生物： 

外来生物（移入種）のうち、特に人の

健康、生態系等への被害が認められるも

のとして、外来生物法によって規定され

た生物。特定外来生物は、ペットも含め

て飼育、栽培、保管又は運搬、譲渡、輸

入、野外への放出などが禁止される。 
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な行 

ナガエツルノゲイトウ（長柄蔓野鶏頭）： 

  南米原産の外来水生植物で、河川や用

水路などで茎の切れ端からも増えながら

広がり、水面を覆って在来植物の生育を

妨げ、水生生物のすみかや水の流れに悪

影響を与える。 

日本紅斑熱： 

  マダニが媒介するリケッチア感染症。

発熱、発疹（紅斑）が主な症状であり、

早期に適切な治療を行わなければ重症化

することがある。 

は行 

バイオマス： 

再生可能な生物由来の有機性エネルギ

ーや資源のこと。 

ハザードマップ： 

自然災害による被害の軽減や防災対策

に使用する目的で、被害想定区域や避難

場所・避難経路などの防災関係施設の位

置などを表示した地図のこと。 

パリ協定： 

気候変動枠組条約第 21 回締約国会議

（COP21）において採択された、気候

変動に関する国際条約。継続的・段階的

に国別目標を引き上げる仕組みとして、

5 年ごとの目標見直しを規定している。 

ビオトープ： 

生物が互いにつながりを持ちながら生

息している空間を示す言葉。特に、開発

事業などによって環境の損なわれた土地

や都市内の空地、校庭などに造成された

生物の生息・生育環境空間を指して言う

場合もある。 

フードドライブ： 

家庭などで食べきれない食品や使いき

れない食材を地域の福祉団体や、フード

バンク等へ持ち寄り、困窮世帯などの食

品を必要とされている方に分配する取組。 

福島イノベーションコースト構想： 

東日本大震災及び原子力災害によって

失われた浜通り地域等の産業を回復する

ため、当該地域の新たな産業基盤の構築

を目指すもの。 

ま行 

マイクロプラ（マイクロプラスチック）： 

大きさが直径 5mm 未満の微細なプラ

スチックのこと。洗顔料などに含まれる

スクラブ剤や工業用原料に含まれる微細

なもの（一次マイクロプラスチック）と

ビニール袋など大きなプラスチック製品

が自然環境中で破砕・細分化されたもの

（二次マイクロプラスチック）があり、

海洋中や大気中などに広く存在する。人

の血液中に見つかったことも報告されて

おり、食物連鎖を通じて、生態系や人体

に影響を及ぼすことが懸念されている。 

木育： 

木のよさやその利用の意義を学ぶ教育

活動のこと。現在では様々な立場の人々

や団体によりこの用語を用いた活動が幅

広く行われている。 
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や行 

遊休農地： 

現在耕作がされておらず、今後も耕作

がされる見込みのない農地のこと。 

ら行 

リスクシナリオ： 

リスクの発生やリスクが発生した際に

想定される被害のこと。 

倫理的消費： 

エシカル消費ともいう。消費者それぞ

れが各自にとっての社会的課題の解決を

考慮したり、そうした社会的課題に取り

組む事業者を応援したりしながら消費活

動を行うこと。 


